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本調査は、わが国の景気動向や仕事と暮らしについての勤労者の意識を、アンケート調査によって、定期的に把握する

とともに、勤労者の生活の改善に向けた政策的諸課題を検討するための基礎的資料を得ることを目的としている。2001 年

4 月に第１回調査を開始して以来、毎年 4月と 10月に定期的に調査を実施し、多様な勤労者の仕事と生活の状況や認識を

把握することに努めている。また、2011年 4月実施の第 21 回調査より、調査対象者を拡大するために、従来の郵送モニ

ター調査からインターネットによるＷＥＢモニター調査に切り替えている。 

第 50回調査では、定点調査として「勤労者の景況感や物価、仕事と生活に関する意識」のほか、準定点調査として「労

働時間、有給休暇についての意識と実態」、トピックス調査として「在宅勤務・テレワークの実態」「ブラック企業に関

する認識と勤労者の権利認知度」「2025年参議院選挙における投票行動と支持政党」の項目を取り上げた。調査対象およ

び集計対象は、全国に居住する 20代から 60代前半までの民間企業に雇用されている人 4,190名である。なお、過去調査

との時系列比較が可能となるよう、首都圏・関西圏 2,000名を基本に公表資料を作成し、併せて地域ブロックの分析も掲

載した。 

《調査結果のポイント》 

◆ 「１年前と比べた景気認識」は改善 

◆ 賃金の増加幅が物価上昇幅より小さいと回答した割合が６割強 

◆ 賃金収入は正社員・非正社員ともに改善の動き 

◆ 所定外労働「あり」は減少、所定外労働時間数は増加 

◆ 残業手当の未申告「あり」は２割台前半で昨年と同水準、未申告の残業時間数は増加 

◆ 長時間労働者ほど上司による労働時間や仕事の管理が不十分と回答 

◆ ４人に一人が在宅勤務・テレワークを実施、微減傾向は継続 

◆ 99人以下企業で２割弱が労働時間管理をされていない 

◆ 週実労働時間が長いほど年次有給休暇を取得しなかった割合は上昇 

◆ 職場で違法状態ありの認識は２割弱、問題状況ありの認識は４割強 

◆ 勤め先が「ブラック企業」との認識は約２割 

◆ 労働組合結成に関する権利は正社員・非正社員ともに認知度が低い 
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